
 

 

 

 

 

 

平成２４年１月３０日 

株式会社 中国銀行 

 

投資信託新商品の取扱開始について 

 

当行では、平成２４年１月３０日（月）より投資信託新商品『ダイワ日本国債ファ

ンド（毎月分配型）』の取扱いを開始します。 

 

１．取扱開始日 

平成２４年１月３０日（月） 

 

２．商品の特徴 

①日本の国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保すること

をめざして運用をおこないます。 

②原則として、最長１５年程度までの国債を、各残存期間ごとの投資金額がほぼ

同程度となるように組入れます。 

③毎月１０日（休業日の場合は翌営業日）に決算をおこない、収益分配方針にも

とづいて収益の分配をおこないます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．商品内容 

フ ァ ン ド 名 ダ イ ワ 日本国債フ ァ ン ド （ 毎月分配型）  

主な投資対象 日本の国債 

種  類 追加型投信／国内／債券 

委託会社 大和証券投資信託委託 

受託会社 住友信託銀行 

信託期間 無期限 

決算日 毎月１０日 

申込価額 申込（注文）日の基準価額 

販  売 いつでも可 

募集・ 販売手数料 

申込代金が 

 ５,０００万円未満  １.０５％（税込） 

５,０００万円以上１億円未満  ０.７３５％（税

込） 

      １億円以上  ０.５２５％（税込） 

運用管理費用 

（ 信託報酬）  

年率０．７３５％（税込）以内 

※新発１０年国債の利回りに応じて変動 

換  金 いつでも可 

解約手数料 なし 

信託財産留保額 なし 

解約代金の 支払開始日 解約請求受付日から起算して４営業日目 

分配金 

（分配金支払いコース） 

決算日５営業日目から支払い 

（分配金再投資コース） 

決算翌営業日に自動再投資 

 

以   上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

●投資信託の特徴
・ 多く の人から 託さ れた資金を １ つに ま と めて専門家が運用し 、 さ ま ざ ま
  なタ イ プ の商品に少額から 分散投資でき ま す。
・ 投資信託には、 主に公社債や短期金融商品で運用する公社債投資信託と 、
  主に債券や株式など で運用する株式投資信託があり ま す。
・ 「 投資信託定期・ 定額購入サービ ス 」 は手軽で計画的。 月々１ 万円から
  始めら れる投資信託の積立です。

●投資信託のご購入にあた り ご注意いただ き たい事項
・ 投資信託は預金ではなく 、 預金保険の対象ではあり ま せん。
・ 当行で取扱う 投資信託は、 投資者保護基金の規定にも と づく 支払い対象
  ではあり ま せん。
・ 投資信託は、 委託会社が運用し ている も ので、 当行で運用し ている も の
  ではあり ま せん。
・ 投資し た資産の減少を含むリ ス ク は購入さ れたお客さ ま が負う こ と にな
  る た め、 お取引き に よ っ て生じ た損益は、 お客さ ま に帰属し ま す。
・ 投資信託は、 株式・ 債券・ 商品など （ 外貨建てを含みま す） の価格の変
  動を と も なう 金融商品に投資する ため、 各市場の変動によ り 投資元本を
  割込むこ と があり ま す。 し たがっ て 、 元本が保証さ れている も のではあ
  り ま せん。 主なリ ス ク と し て 、 価格変動リ ス ク 、 為替変動リ ス ク 、 信用
  リ ス ク 、 流動性リ ス ク 等があり ま す。

●投資信託のお取引き に関する手数料
  投資信託は、 次の手数料等が必要になり ま す。
  ①お申込み手数料（ 最大： ３ ． １ ５ ％（ 消費税等を含みま す） ）
  ②運用管理費用（ 信託報酬） （ 最大： 年率２ ． １ ％（ 消費税等を含みま す） ）
  ③信託財産留保額（ 基準価額の最大： ０ ． ５ ％）
  ④そ の他の費用（ 信託事務処理費用、 売買委託手数料、 借入金・ 立替金
    利息、 監査費用など ）
  ※そ の他の費用の金額およ び全体の合計額は、 保有期間に応じ て異なり
    ま すので、 あら かじ めお示し する こ と ができ ま せん。 個別フ ァ ン ド の
    手数料（ 費用） 等の詳細については、 契約締結前交付書面、 投資信託
    説明書（ 目論見書） を ご覧く だ さ い。

商号 株式会社中国銀行 
登録金融機関 中国財務局長（ 登金） 第２ 号

（ 加入協会）  日本証券業協会、 社団法人金融先物取引業協会

 


